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下層にグライ層を持つときは，さらにその影響が加わ

るであろう。例外的に，K2。が大きい大曲無暗渠，仙

南2暗渠は，土壌断面や間隙比などから湿潤性の強い

土層とみられ，K2。がそのまま減水深に現われにくい

と考えられる。つまり，断面中一部の土層は，かなり

大きい透水性を示しているが，その上層または下層に

より小さい層を有する故に，全体としての透水性を小

さくしており，この傾向はグライ層が浅いほど著しい

とみられ，前記減水深が小さいことを賽づけている。

いずれにしても，水稲生育の好適条件であると云あれ

る20～50m／dayの汲水深に到達しておらず，暗渠

の効果は小さいと判定される。すなわち，深さ40～

100m，間隔4・5～97花の土管または板の暗渠では不

十分であると考えられる。近年，モールドレーナ一に

よる密度の高い暗渠＋心土破砕が行なわれているが，

これらについての透水性を検討する必零があると考え
られる。

なお，酸化塾土壌の平鹿2が，耕盤のち密度が著し

く大で・構造の発達がそれに伴わず減水深や透水係数

がきわめて小さいことは，水田土掛こ対する透水性付

与が，低湿地土壌のみの関頭ではないことを示唆して

いるものと考えられる。

4．　要　　　約

横手盆地重粘土壌の透水性を暗渠の有無について換
討した。

減水喪は全般に小さく，77m／day以下であり，暗

渠田，無暗染田の差は暗渠開聞後に見られた。

減水喪に関与する一要因として2～5層の飽和透水

係数を測定した。土層によっては，10－5～10－4m／

OeCのオ‾ダーも見られるが，二つの層の中，いずれ

か一層のⅩ20が1×10‾8m／800またはそれ以下の場

合が多く，これに規制されて小さいⅩ加に迫、と見られる。

以上の結果から，重粘土壌における現行の暗渠では

水稲生育のため直ちに十分な効果は期待されないと判

断された。

トラクターを中心とした稲作生産組紐の性格
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トラクタ‾を中心とした稲作生産組織が各地に発生

しているが，その組織運営上の問題は多い．掛こ費用

負軌労働負担，真金の決定，報酬の決め方等重要な

問題となっている。これら間置の解決の糸口は生産組

織の性格を明らかにすることにある。

トラクタ‾を中心とした利用組合の事例分析の結果

類型別にその性格を明らかにしたので報告する。

2．稲作生産技術と経営環境の変化

稲作妓術改善の目標は従来まで常に安定多収にあっ

た。その1つは育苗技術の改善であったが，このこと

は結果的に田植の早期化をもたらし，田植作業以前の

諸作業の能率化を必要とするようになった。また，近

年，稲作壊術改善には圃場基盤整備が条件とされるに

至り，各種基盤盤備事業が進められ，10a以上の大

区画水田の造成が行なわれている○このことは整地作

業の段階で耕転機では能力不足をきたし，また，関連

して大区画水田は田植組作業人見の増大を求めるに至

った■このような技術的背景は水田作業に高能率なト

ラクタ‾の利用を押し進める結果となった。

一方，工業力の伸張とともに地方都市においても労

働力市場が拡大し，農家の兼業化が促進され，労働力

不足が顕在化して来ている。このことを個別農家の側

面から見れば労働力構成に変化をきたし，男子労働力

不足をもたらし・重作業および機械運転労働力不在農

家の出現が顕著隼なって来ている○さらに苦手労働力

の農村よりの吸収は労働力の絶対量の減少をもたらし，

田植労働の調達が困難となりつつある○このような労

働力の質的，畳的な不足の条件下で春季稲作技術を支

える力となっているのがトラクターであり，その利用

組織であると見られる。
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5．トラクター共同利用の実態と特質

1　労働力の調達と利用の側面

オペレーター交替利用方式には第1表のごとく，持

ちまわり利用方式，交替達転利用方式，専任運転方式

の5つがある。

第1表　　オペレーター交替方式別運営主体数
（水田利用）

甑 、 、特 利

ち
ま
わ

り用

専 任制 交　 替　 制 不

明

A
亡1

計

1

人

2

人

半 i

日
以

下

半

日

半 ■

日
以

上

1

日

随

時

個　 人 ■中　 型 19 2 1 1 25

／J、組 合 超 大型 1 d 5 1 占 1 5 21

小 組 合 中　 型 5 2 2 5 10 18 8 10 58

鼻　 協 超 大型 4 4

公　 社 超 大型 2 5 1 1 1 2 10

箆．トラクター利用動向調査（岩手県虔試昭和59年8
月現在）

超大型5°PS，大型28～55Ⅰ〉S，中型15～25Ⅰ）S，
′Jヽ型10～14fS

持ちまわり利用方式は参加農家各戸にオペレークーが

おり，各自の耕地を各自が作業する場合にとられる方

式であり，したがって男子労働力不在農家の重作業およ

び機械運転労働力の調達と利用の意義はないといえる

し，また，そのような地域ではと■り得ない方式といえる。

それに対して交替運転利用方式は数人のオペレータ

ーが組織農家から出役し，交替でトラクターを運転し，

組織農家の仝耕地の作業をその所有のいかんにかかわら

ず実施する方式であり，この事例は多く存在する。こ

の場合は重作業，機械運転労働力の調達は組織に参加

することにより安定的に可能となり，兼業の進展の見

られる地帯に密着に見られる。

専任運転利用方式は1～2人のオペレーターが専属

的に組織農家の全耕地を作業する方式であり．地域の

特定の人に機械運転作業を委託する形となり，男子労

働力の調達が非常に困難で，交替運転利用方式が採用

できないほどに兼業化の著しい地帯に見られる。

以上のことから，トラクターの共同利用の特質は労

働力の調達と利用の側面から見れば，労働力不足の中

で技術的必然性に基づいて共同導入したトラクターの

利用に当たって，その運転者を安定的に確保するもの

であり，しかも，特殊技能者としての要件を備えた少

数青壮年男子労働力の調達と利用の地域的な合理化と

みられ，兼業農家における耕起，代掻作業等男子担当

作業の処理の安定化と，さらに上層農家におけ耕起，

代掻作業に対する経営主の負担の唾液による春作業の

進度の確保が可能となる。

しかし，一方では，トラクター共同利用はオペレーター出

役農家の農作業の遂行に困難をきたし，トラクター利用時

期の手作業の共同化の必要性が高まる。また，同時にト

ラクターの共同利用はその利用の合理化を追求するなら

は，前後作業の計画化が必寮とされ，そのためにはトラ

クター利用を前提とした共同作業が必要となる。以上

2つの零因から，トラクター共同利用は田植共同作業を

必要とし，さらに品種統一，共同苗代等の栽培技術の

統一へと進展する性格を有する。したがってトラクター

共同利用を押し進めるならは参加良家の経営手段およ

び技術を統一し組織化を計り，経営の個別性を制約す

ることになる。このことを労働利用の面より見れば組

織内仝労働力の就労を娩倒し，労働投下を計画化する

ことになる。しかし，この段階の組粒を支えるものは

参加農家間の短期的な利再の一致であるとともに，さ

らには従来から部落共同体の中でつちかわれてきた相

互扶助的な考え方である。特に代掻田植時期においては

組粒は労働力の調達と利用の1つの閉鎖的な単位とな

ることから，田随労働出役もオペレーターとしての出役も

ともに同一時期の出役ということで，第2表に見られ

第2衷　　組合別オペレーターおよび田植
賃金（時間単位）

警 要 目 オペJ′－ク ー 賃 金 田 植 賃 金 （切
… × 100

耕　 起 代 掻 （勾 雇　 庸 共　 同

A

円 円 円 円 ％

150 25 0 15 8 1 5 8．2

B 2 0 0 2 0 0 18 9 1 18．4

C 2 0 0 2 0 0 1 5 0 1 5 5．8

D 1 8 5 1°5 1 5 0 1 25．5

E 1 8 0 1 4 5 15 1 1 1 0．7

ア 12 5 1 2 5 9 5 15 4．4

G 8 5 8 8 8 8 10 0．0

H 1 8 0 1 d O 15 2 1 2 1．2

ェ 12 0 1 5 0 12 0 1 2 5．0

J 12 0 1 2 0 1 1 8 1 0 1．7

Ⅹ 18 8 2 4 5 1 7 5 15 8．9

L 18 0 1 8 0 ‖ 2 14 2．9

y 2 5 0 2 5 0

詮．1．B組合の場合1日uha処理として算出
2．も組合の場合オペレーター年98日出役するとし
て算出

5．y組合の場合1日1ha処理として算出

るごとくオペレーター貸金は，田植貸金水準に強く規

定されることになり，上記の事実を賽署きしている○
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2・労働手段の所有と費用負担

トラクターの共同購入の場合，自己資金の支出は少

なく，借入資金の占める割合は大で，また，補助金も

かなりの割合となっている。それゆえ，トラクター共

同利用組織は，一面では購入時における借入資金およ

び補助金受入等購入資金調達のための組織の性格を帯

びている。また，借入金がかなりの額となっており，

その償還金の確保とそのための利用面頓の安定的確保

の性格も右する（第5表）。

第5哀　トラクターおよび施設の購入資金と負担方法

項 目

組合名

資　　　　　　 金　　　　　　 構　　　　　　 成
購入時 出資

金 負担方法

償 遊 金 の

負 担 方 法総　　　 額 自　　　 己 制 度 融 資 虔 協 融 資 補　　　 助

A
千円 千円 千円 千円 千円

加入面積割 加入面積割1、8 2 2 5 1 2 1．5 4 0 － 1 7 0

ち 1．占1 8 2 2 2 1，2 9 0 1 0 8 － 戸　 数　 割 利用料残高 引当

C 2．5 8 4 2 8 0 1．0 7 2 － 1．2 5 2 加 入面 積割 〝

つ 1．4 8 4 2 9 5 1、1 7 1 － － 加 入両税割 加入面積劃

E 1、8 8 1 1 5 1 1，5 5 0 － 1 8 0 〝 〝

F 1、5 8 0 （1 8 8 ） 7 4 0 － 4 5 2 利 用料 残 高引当

G 1，0 0 5 － 8 0 5 － 2 0 2 加入 面 積割

H 1，7 0 0 － 1，1 7 0 5 1 8 2 1 2

加 入面 積 割　〝

加入面積割

工

J

乙5 5 7 6 5 7 1，4 8 0 － 2 4 0 　 〝

利 用料残高 引当

K 4 7 9 5 9 4 0 0 － 2 0 加 入面横 割 利用料残高引当

1 1 1．5 5 9 1．1 4 0 4．占5 0 － 5，7 8 9 〝 〝

M 9 0 0 1 7 5 8 8 0 － 4 5 戸　 数　 割 戸　 数　 割

N 8 7 8 1 2 2 5 8 0 － 5 7 4 加 入面積 割 利用料残高引当

注・F組合の自己資金は部落税金の充当　Ⅹ組合の資金は専庫及び作美機の購入

依還金の負担方法として，戸数乱加入面積乱利

用料残高引当等あるが，前二者は隙逼金を戸数または

利用対象面積割で義務づけたものであり，全面積を利

用することがその前提となる。それに対して利用料残

高引当は加入面積全部を処理できない場合にとられる

方法であるが，しかし，収支が赤字の場合は戸数割ま

たは加入面積剤で負担することとなっており，借入金

の連帯安住に基づくものである。このことはトラクタ

ーの面綴割所有すなわち，基幹となる労働手段の所有

の平等ということを意味しており，耕転機段階以前の，

労働手段の所有に基づく支配被支配関係を解消してい

る○　しかし，一面では1つの基幹となる労働手段の所

有は個別経営を技術的，経済的に拘束するものである

反面，精神的一体感を組織員に植えつけ，ユイ等の作

業を通じた労働の組樺よりさらに強い結びつきを保つ

ものとなる。ただ組織の姐模および稲作組織の瞳掛こ

よっては結びつきの強度にはかなりの差があり，数部

落にわたる組織または粗紙化の低次な組合にあっては

その程度は低い。
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4．トラクターを中心とした稲作

生産組板の類型別性格

第4表　　調査組合の概要

トラクターの共同利用の特質から見て，第4表に示

すごとき類型に分けることができる。

　 項

粗 ム　 目

類 ． n 名
組 合 員 数

組 合 員 所 有

水 田 総 面 積

加　 入 面 積

ト　 ラ　 ク　 タ　ー オペ レータ ー

人　 見馬　　　 力 台　　　 数

Ⅰ

A

戸 h a b a P S 」ヽ
⊂】

人

1 0 1 7．5 1 7．5 5 2 1 5

B 1 2 1 8．5 1 8．5 5 9．5 1 5

C 1 5 2 5．8 2 5．8 5 9．5 1 5

Ⅱ

D 1 0 2 5．0 1 8．5 5 5 1 4

E 1 1 2 0．9 2 0．9 5 5 1 5

F 1 5 2 5．9 2 1．° 2 0 1 4

G 1 1 1 9．2 1 7．2 1 7 1 5

Ⅲ

H 1 9 2 5．4 2 0．0 5 9．5 1 5

工 2 8 4 0．0 5 9．8 5 9 1 1 8

J 7 0 7 2．8 8 0．4 5 7 5 d

Ⅳ

Ⅹ 4 0 7 2．5 2 7．8 4 0 1 1 2

1 9 1 2 1 1．5 1 1 0．0 5 9．5 5 占

Ⅴ M 5 5．8 5．8 1 7 1 5

Ⅵ N 5 8 2 0．0 2 0．0 1 7 1 1

類 課 合 名 項 目 オペレーター出役方式 圃 場

区 画
田植作業の労働力 調達 備　　　　　　 考同 時

出 役
交　　　 替

Ⅰ

A

人

2 1 時間 交替
　 a
10 一部農家ユイほか，部落 内雇臍 共同耕転機有

共同耕転 機有

B 2 〝 10～ 20 一部農家ユイほか，部落外雇傭

C 1 1 日交替 5～ 10 個別 田植部落 内及外雇傭

Ⅱ

つ 2 随時交替 10 共同作業

小昼共同購入E
1 （耕 ）

5 （代 ）

半 日交替

一室 交替
10 共同作業　 一部部落 内雇傭

F 2 随時交替 10 〝　　　　　　　　　　　 〝 共同炊事

8 1 1 日交替 10 共同作業 2 班
共 同耕転機，小昼

共同故人

Ⅲ

H 1 1 日交替 10 〝 共 同炊事

工 2 2 時間交替 10 〝　　 4 班 班毎共同炊事

J 2 随時交替 20 〝　　 5 班 ′j、昼班毎共同購 入

Ⅳ
E 1 半 日交替 10 個別 田植部落 内及 び外雇傭

1 2 2 輩交替 20～50 〝

Ⅴ M 1 持 ちまわ り 10 個別田植

Ⅵ y 1 専　　 任 10 一部農家 ユイほか雇傭
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Ⅰ類型：10戸前後の小規模な組紙で個人田植となっ

ている○　したがって，トラクター導入資金確保と重作

業担当者確保の手段としての性格が強い。組合員相互

のつながりは部落の有志としてのつながりであるが，

利用の際には組織対偶別農家といったもので，兵家相

互は競争関係となる。それゆえ相互扶助的性格は弱く，

オペレーター数人による耕起代掻作業の受託菜といっ

た性格である。

Ⅱ類型：小規模で共同田植も実施している。労働手

段の購入資金調達と償還金の確保のためと同時に，そ

の労働手段を中心とした青壮年男子労働力と田植労働

の「閉鎖的相互調達と利用組織」的性格を右する。し

かもこの組鰍は多く部落共同体を基盤とする田植共同

作業組織が母体となることから，相互扶助的性格を濃

厚に有する。

Ⅲ類型：20戸以上の大規模組織で田植共同班を2

つ以上下部組織としているものである。この組鰍は労

働手段の調達資金確保と償還金の安定的確保の性格を

有するとともに，田植共同班という部落的な労働調整

機能を有する組織とトラクター共同利用組織は別組絞

となり，作業班単位で貫作業を受けるという形態とな

る○　しかも数部落にまたがることもあって，オペレー

ターと田植労働を含めた労働の相互調達と利用といっ

た性格は前者より薄れて来る。

Ⅳ類型；大規模組紐で個人田植の場合である。した

がって数部落にまたがる組結となり部落共同体的一体

感はなく，請負機関的性格を右し，農家相互はトラク

ターの利用をめぐって競争関係にある。それゆえ，労

働手段の調達，資金の確保と償還金の確保および男子

労働力調達の性格を有するが，労働手段所有に基づく

連帯感はない。それゆえ，組織の維持のためには組紐

自体の整備と達営親定の完備が最も必要とされる組積

である。

Ⅴ類型；トラクターの持ちまわり利用方式をとり，

導入資金の調達と債還金の確保の意義がある．

Ⅵ類型；トラクターの購入資金確保と償還の安定確

保のための組鮫で，同時に作業はオペレーター個人へ

の委託であり，まったく爵負作業化している。Ⅰ類型

の極端な事例としてとらえることができる。


